
戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21194 国民健康保険特別会計繰出金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 02 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 826,686 1,260,747 1,251,232 1,260,747 1,260,747

財
源
内
訳

国庫支出金 12,295 88,826 88,826 88,826 88,826

県支出金 509,718 216,246 216,246 216,246 216,246

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 304,673 955,675 946,160 955,675 955,675

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 826,686 1,260,747 1,251,232 1,260,747 1,260,747



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



7,142

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 933,976 937,142 920,999 937,142 937,142

人　件　費 845.13 928.2 928.2 928.2 928.2

投入 常勤職員 0.13人 0.13人 0.13人 0.13人 0.13人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 934,821 938,070 921,927 938,070 938,070

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 25327 広域連合負担金事業

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 04 08 01

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 04 08 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成１９年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律（平成２０年４月

根拠法令 施行）、前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国 関連計画

通 達 等 庫負担金の算定等に係る政令 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
埼玉県後期高齢者医療広域連合

後期高齢者医療制度運営予算の管理

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県後期高齢者医療広域連合への療養の給付及び広域連合運用経費に要する費用に係る負担金の納付

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

療養の給付等 療養の給付等 療養の給付等 療養の給付等 療養の給付等

に要する費用 に要する費用 に要する費用 に要する費用 に要する費用

に係る負担金 に係る負担金 に係る負担金 に係る負担金 に係る負担金

の納付 の納付 の納付 の納付 の納付

事　業　費 933,976 937,142 920,999 937,142 93



4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



、人

間ドック・脳 間ドック・脳 間ドック・脳 間ドック・脳 間ドック・脳

ドック補助、 ドック補助、 ドック補助、 ドック補助、 ドック補助、

介護予防の一 介護予防の一 介護予防の一 介護予防の一 介護予防の一

事　業　費 57,493 73,316 83,131 73,316 73,316

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 45,602 56,756 56,756 56,756 56,756

一般財源 11,891 16,560 26,375 16,560 16,560

人　件　費 2,925.45 3,213 3,213 3,213 3,213

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

事業費＋人件費 60,418 76,529 86,344 76,529 76,529

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 29924 後期高齢者医療保健事業

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 04 08 02

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 04 08 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律、埼玉県後期高齢

根拠法令 者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例、戸田 関連計画

通 達 等 市後期高齢者医療被保険者人間ドック検診費用補助 施政方針

金交付要綱　等

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
後期高齢者医療制度に加入する７５歳以上の高齢者及び政令の定める程度の障害があると認定を受けた６５歳以上の高齢者

高齢者の病気等の早期発見と介護予防の推進

事業目的

埼玉県後期高齢者医療広域連合から委託を受けた健康診査の実施。後期高齢者医療制度被保険者を対象とした人間ドック・

脳ドック検診費用の補助金交付。

　①人間ドック・・・　補助金額：25,000円

　②脳ドック　・・・　補助金額：検診費用の７割（50,000円を上限）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

健康診査、人 健康診査、人 健康診査、人 健康診査、人 健康診査



査は業務委託の実施により効率化を図っているため、人件費を抑制している。

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 人間ドックは１年度に１回、脳ドックは３年度に１回の制限を設けているため、一個人に対して過

剰な補助とならないことから、適正な内容である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 人間ドック等は制度利用者に自己負担を求めていることに加え、利用者は健康増進への意識が高ま

り、医療費の抑制にもつながることから、受益と負担は適正な範囲である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
人間ドック・脳ドックや健康診査の制度周知について、広報紙への掲載や、新規加入者等を除く全被保険者へ健

令和６年度に 康診査受診券を送付するとともに、その送付時に人間ドック・脳ドックの案内文書を封入するなどの啓発活動を

実施した 実施した。

取組内容・効果

健康診査の受診期間を例年より延長することで受診者向上を図り、かつ新規加入者へ個別通知による受診勧奨を
強化することで健診や人間ドック・脳ドック補助事業等の利用促進につなげていく。

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
保健事業の取組については、近隣市の実施状況も踏まえ、今後の被保険者増加に対応しながら進めていく。

事業の方向性・
取組方針

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 人間ドック等検診費用補助の案内 健康診査受診券送付時に 回 1 1 1 1 1
活動① 文書送付回数 案内文書を封入 1 1 1 1 －
事務事業 健康診査に係る広報紙への掲載回 広報とだ掲載回数 回 1 1 1 1 1
活動② 数 1 1 1 1 －
事務事業 人間ドック等検診費用補助の交付 人間ドック・脳ドック検 件 150 164 164 164 159
成果① 件数 診費用の補助金交付件数 151 184 143 152 －
事務事業 健康診査受診率 受診者数÷受診対象者数 ％ 45 45 45 45 45
成果② 34 36.5 38.2 40.1 －

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
人間ドック・脳ドック検診費用の補助制度については、広報紙への掲載や健康診査受診券送付時の案内文書封入などの啓発活

状況
動により制度の周知を図っており、令和５年度と比較して交付件数（受診者数）は上がったものの目標件数を下回った。また

の分析 、健康診査については、広報紙への掲載などの啓発活動により制度の周知を図っているが、受診率は上昇しているものの、目
標値を下回った。より効果的な周知方法等を検討し、目標達成を図ってまいりたい。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 人間ドック・脳ドックや健康診査の受診は病気の早期発見に繋がることから、高齢者の健康の増進

に寄与するとともに、医療費抑制にもつながり、制度の安定的な運営に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 人間ドック等は制度利用者にも自己負担を求めることから、安易な受診を防止している。また、健

康診



源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 8,747 12,103 13,621 12,103 12,103

人　件　費 6,566.01 7,211.4 7,211.4 7,211.4 7,211.4

投入 常勤職員 1.01人 1.01人 1.01人 1.01人 1.01人

人員 非常勤職員 1.2人 1.2人 1.2人 1.2人 1.2人

事業費＋人件費 15,313 19,314 20,832 19,314 19,314

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 54381 一般管理費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 04 08 03

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 04 08 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行）、埼玉県後期高齢者医療広域連合規約 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
後期高齢者医療制度に加入する７５歳以上の高齢者及び政令の定める程度の障害があると認定を受けた６５歳以上の高齢者

後期高齢者医療制度運営予算の管理

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

後期高齢者医療制度における市町村担当事務の一般管理

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医

療制度市町村 療制度市町村 療制度市町村 療制度市町村 療制度市町村

担当事務の一 担当事務の一 担当事務の一 担当事務の一 担当事務の一

般管理 般管理 般管理 般管理 般管理

事　業　費 8,747 12,103 13,621 12,103 12,103

財



8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



7,354.2 7,354.2 7,354.2 7,354.2

投入 常勤職員 1.03人 1.03人 1.03人 1.03人 1.03人

人員 非常勤職員 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人

事業費＋人件費 21,369 27,027 33,618 33,618 33,618

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 54383 徴収費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 04 08 04

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 04 08 04

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行）、埼玉県後期高齢者医療広域連合規約 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

後期高齢者医療制度運営予算の管理

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県後期高齢者医療広域連合へ納付する後期高齢者医療保険料の徴収

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医

療保険料の徴 療保険料の徴 療保険料の徴 療保険料の徴 療保険料の徴

収 収 収 収 収

事　業　費 14,673 19,673 26,264 26,264 26,264

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 14,673 19,673 26,264 26,264 26,264

人　件　費 6,696.03



10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



資金繰出

事　業　費 187,453 200,730 222,646 200,730 200,730

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 140,589 150,546 150,546 150,546 150,546

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 46,864 50,184 72,100 50,184 50,184

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 187,453 200,730 222,646 200,730 200,730

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 28435 後期高齢者医療特別会計繰出金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 04 09 01

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 04 09 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行)、埼玉県後期高齢者医療保険基盤安定事業負 関連計画

通 達 等 担金交付要綱 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
後期高齢者医療制度に加入する７５歳以上の高齢者及び政令の定める程度の障害があると認定を受けた６５歳以上の高齢者

後期高齢者医療制度運営予算の管理

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

後期高齢者医療制度運営資金の一般会計から後期高齢者医療特別会計への繰出

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

一般会計から 一般会計から 一般会計から 一般会計から 一般会計から

後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医 後期高齢者医

療特別会計へ 療特別会計へ 療特別会計へ 療特別会計へ 療特別会計へ

の資金繰出 の資金繰出 の資金繰出 の資金繰出 の



12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



0 0 0

一般財源 15,949 0 4,593 0 0

人　件　費 19,503 21,420 21,420 21,420 21,420

投入 常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

人員 非常勤職員 5人 5人 5人 5人 5人

事業費＋人件費 35,452 38,490 43,083 38,490 38,490

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 7580 国民年金諸届受付事業

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 年金担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 01 03 01 05 01 01

記入日 令和 7年 6月12日
R6 17 13 00 R6 01 03 01 05 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 昭和３６年度 ～ 令和１２年度

国民年金法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国民年金第１号(任意含む)被保険者

国民年金第１号(任意含む)被保険者等に係る諸届受付とともに、諸届に関連する相談を行う。

事業目的

国民年金第１号(任意含む)被保険者に係る諸届(資格取得・免除申請等)の受付、老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年

金、寡婦年金、年金生活者支援給付金等の請求を受理し、日本年金機構に送達する。また、諸届受付に関連する年金相談等

に応ずる。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 日本年金機構 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

窓口受付業務 窓口受付業務 窓口受付業務 窓口受付業務 窓口受付業務

事　業　費 15,949 17,070 21,663 17,070 17,070

財
源
内
訳

国庫支出金 0 17,070 17,070 17,070 17,070

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0



ON＞
厚生年金から国民年金への資格変更による相談件数に対応するため、職員の研修を強化した。結果として、資格

令和６年度に 届出以外の免除等申請についても適正な対応を行うことができた。

実施した
取組内容・効果

各種免除申請等について、広報等で強化を図る。また、年々増加傾向にある障害年金相談について引き続き受付
体制の強化を図る。

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
国民年金被保険者の手続き負担の軽減を図りながら、複雑化する相談業務や国民年金被保険者の年金制度に対す

事業の方向性・
る不安感等にきめ細やかに対応していく。

取組方針

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 国民年金制度に関する周知 広報戸田市に記事を掲載 件 12 12 12 12 12
活動① した件数 15 16 17 18 －
事務事業 口座振替・前納および追納の奨励 口座振替・前納および追 件 100 100 100 100 100
成果① 納の申出件数 167 139 91 100 －

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
活動面においては、資格取得手続きの際に免除申請の案内をすることにより、納付率向上につながっている。広報記事により

状況
電話問い合わせがある場合、来庁しなくても手続きができるようにマイナポータルの利用案内や日本年金機構ホームページか

の分析 らの口座振替等の案内をしていることで申出件数としては向上している。届出事務の処理については適正に行なうことができ
た。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 市民に寄り添った説明をすることにより制度の周知を図った

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ｂ 専門の知識を備えた相談員の配置により、事務の効率化を図った。

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ｂ 広報、ホームページ、マイナポータルなどにより情報を伝えることができた。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 口座振替申出の増加により市民の納付負担が減少し、納付率が向上した。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTI



0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 16,695 21,911 21,212 21,212 21,212

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 21024 徴収費

担当組織 企画財政部 収納推進課 担当 管理担当

組織コード
R7 06 08 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 01 02 01 02 01

記入日 令和 7年 6月18日
R6 06 08 00 R6 02 01 02 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

地方税法

根拠法令 国民健康保険法 関連計画

通 達 等 戸田市国民健康保険税条例 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国民健康保険の納税義務者である世帯主

国民健康保険事業を運営するために必要な費用をまかなうため、国民健康保険税を徴収する。

事業目的

国民健康保険税の収納、振替、還付、充当等、収納管理に関する事務を実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

国民健康保険 国民健康保険 国民健康保険 国民健康保険 国民健康保険

税の収納に係 税の収納に係 税の収納に係 税の収納に係 税の収納に係

る事業 る事業 る事業 る事業 る事業

事　業　費 16,695 21,911 21,212 21,212 21,212

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 16,688 21,833 21,135 21,135 21,135

一般財源 7 78 77 77 77

人　件　費 0 0 0



事業手法
＜判断理由＞

Ａ Ａ Ａ 様々な納付方法の整備を進めているほか、納税コールセンターの電話催告により自主納付を促して
いる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ １万円を超えるクレジットカードでの納付について、決裁手数料の一部を自己負担とするなど、利

便性の恩恵を受ける納税者に負担を求めて適正化を図っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
事業の見直し

令和６年度に 国民健康保険税の現年度収納率向上のため、現年度課税の未納分に対して、他税目を含めた一斉催告実施や、納

実施した 税コールセンターによる電話催告を活用することで、収納率の向上に寄与することができた。

取組内容・効果

事業の見直し
上記の取り組み（文書や電話による催告）のほか、納付方法の拡充を行うことで、引き続き収納率の向上を図る

令和７年度に
。

実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　納付しやすい環境の整備を推進するとともに、迅速で正確な収納事務を推進していく。

事業の方向性・
取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 国民健康保険税の口座振替申込件 件 600 700 700 700 700
活動① 数 907 843 701 658 －
事務事業 国民健康保険税の現年催告発送回 年度内の現年催告発送回 件 5 6 6 6 6
活動② 数 数 5 6 6 6 －
事務事業 国民健康保険税口座振替件数 件 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000
成果① 31,686 32,582 30,161 28,823 －
事務事業 国民健康保険税の現年度分収納率 決算における収入済額／ ％ 89 91 91.5 92 92.5
成果② 調定額 91.2 92.4 92.8 92.8 －

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　口座振替に係る活動指標、成果指標は、スマホ決済等の普及により、納付手段が多様化された影響で未達成となったが、コ

状況
ストが低く確実性が高い口座振替を引き続き推進していく。また、徴税費業務は、様々な納付方法により収納される国民健康

の分析 保険税を適正に管理するとともに、未納者に対して納税コールセンターを活用した電話催告を行っており、特に現年課税分の
収納率向上に資するものとなっている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 収納事務を正確かつ確実に実施することにより市の財源確保に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 多種多様な納税手段の提供に際し、一部業務委託とすることで経費の適正化を図っている。

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。



2,400

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 18,485 34,400 32,400 32,400 32,400

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 21325 一般被保険者保険税還付金

担当組織 企画財政部 収納推進課 担当 管理担当

組織コード
R7 06 08 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 07 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月 9日
R6 06 08 00 R6 02 07 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

還付(地方税法第17条、17条の4) 税負担の公平と収納率向上

根拠法令 充当(地方税第17条の2第1項) 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国民健康保険税の過誤納者

国民健康保険税等過誤納金の還付及び充当をすることにより、被保険者の税負担を公平にする。

事業目的

課税誤り、二重納入等による国民健康保険税等の修正を行う。

※予算管理シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

一般被保険者 一般被保険者 一般被保険者 一般被保険者 一般被保険者

保険税還付事 保険税還付事 保険税還付事 保険税還付事 保険税還付事

業 業 業 業 業

事　業　費 18,485 34,400 32,400 32,400 32,400

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 18,485 34,400 32,400 32,400 3



18 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 300 0 0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 21326 退職被保険者等保険税還付金

担当組織 企画財政部 収納推進課 担当 管理担当

組織コード
R7 06 08 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 07 01 02 01 01

記入日 令和 7年 6月 9日
R6 06 08 00 R6 02 07 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

還付(地方税法第17条、17条の4) 税負担の公平と収納率向上

根拠法令 充当(地方税第17条の2第1項) 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国民健康保険税の過誤納者

国民健康保険税等過誤納金の還付及び充当をすることにより、被保険者の税負担を公平にする。

事業目的

課税誤り、二重納入等による国民健康保険税等の修正を行う。

※予算管理シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

退職被保険者 退職被保険者 退職被保険者 退職被保険者 退職被保険者

等に保険税を 等に保険税を 等に保険税を 等に保険税を 等に保険税を

還付する事業 還付する事業 還付する事業 還付する事業 還付する事業

事　業　費 0 300 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 300 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職



20 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ●令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和8年度には対象者が0名となるため、令和７年度で終了

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 21305 一般管理費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 01 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 01 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 53,909 59,185 58,235 59,185 59,185

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 48,697 58,015 44,885 44,885 44,885

一般財源 5,212 1,170 13,350 14,300 14,300

人　件　費 9,556.47 10,495.8 10,495.8 10,495.8 10,495.8

投入 常勤職員 1.47人 1.47人 1.47人 1.47人 1.47人

人員 非常勤職員 0.46人 0.46人 0.46人 0.46人 0.46人

事業費＋人件費 63,465 69,681 68,731 69,681 69,681
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21306 連合会負担金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 01 01 02 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 01 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法施行令第２６条

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 1,223 1,245 1,205 1,310 1,310

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,223 1,245 1,205 1,310 1,310

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,223 1,245 1,205 1,310 1,310
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 7288 賦課費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保賦課担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 01 02 01 01 01

記入日 令和 7年 6月 3日
R6 17 13 00 R6 02 01 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 昭和３６年度 ～ 令和１２年度

地方税法

根拠法令 戸田市国民健康保険税条例 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成管理シート（評価除外事業）

事業目的
国民健康保険税の適正な賦課

※予算編成管理シート（評価除外事業）

国民健康保険税の賦課決定

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保険税賦課 保険税賦課 保険税賦課 保険税賦課 保険税賦課

事　業　費 4,797 6,829 6,893 6,829 6,829

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 4,797 6,829 6,829 6,829 6,829

一般財源 0 0 64 0 0

人　件　費 39,006 42,840 42,840 42,840 42,840

投入 常勤職員 6人 6人 6人 6人 6人

人員 非常勤職員 5人 5人 5人 5人 5人

事業費＋人件費 43,803 49,669 49,733 49,669 49,669
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,010 2,320 2,337 2,320 2,320

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 21307 運営協議会費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 01 03 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 01 03 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 戸田市国民健康保険条例 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略２　テーマ②

行財政改革 取組名：効率的な会議実施手法の実践

内　容：会議を案件の内容等に応じて、「対面」「Zoom」「ハイブリット（対面とZoomの併用）」「書面」といった手法の
の取り組み 中から担当所属が判断した上で実施する。（例　重要な決定を行う場合は「対面」、資料の確認が主な内容の場合は「書面

」等）

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 360 1,606 1,623 1,606 1,606

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 324 1,328 1,328 1,328 1,328

一般財源 36 278 295 278 278

人　件　費 650.1 714 714 714 714

投入 常勤
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
取組名：効率的な会議実施手法の実践

令和６年度に 財政効果（実績値）：費用弁償９０千円

実施した 積算根拠：書面会議参加者のべ４５名×費用弁償２千円

取組内容・効果

重点戦略２　テーマ②
取組名：効率的な会議実施手法の実践案件の内容等に応じた会議手法の選択（継続実施）

令和７年度に
内　容：会議を案件の内容等に応じて、「対面」「Zoom」「ハイブリット（対面とZoomの併用）」「書面」とい

実施する取組内容
った手法の中から担当所属が判断した上で実施する。（例　重要な決定を行う場合は「対面」、資料の確認が主
な内容の場合は「書面」等）

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 29 頁

事務事業名 21309 一般被保険者療養給付費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 5,413,303 6,479,353 6,125,878 6,479,353 6,479,353

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 5,413,303 6,479,353 6,479,353 6,479,353 6,479,353

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 -353,475 0 0

人　件　費 1,040.16 1,142.4 1,142.4 1,142.4 1,142.4

投入 常勤職員 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 5,414,343 6,480,495 6,127,020 6,480,495 6,
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和８年度から事務事業の名称を「一般被保険者療養給付費」を「療養給付費」に変更する。

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 7293 一般被保険者療養費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 01 02 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 01 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 58,102 63,503 61,798 63,503 63,503

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 58,102 63,503 63,503 63,503 63,503

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 -1,705 0 0

人　件　費 65.01 71.4 71.4 71.4 71.4

投入 常勤職員 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

人員 非常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

事業費＋人件費 58,167 63,574 61,869 63,574 63,574
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21312 審査支払手数料

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 01 03 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 01 05 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 13,196 14,968 14,510 14,968 14,968

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 13,196 14,968 14,968 14,968 14,968

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 -458 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 13,196 14,968 14,510 14,968 14,968
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21310 退職被保険者等療養給付費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 01 97 98 98

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ●令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21311 退職被保険者等療養費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 01 98 98 98

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 01 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0



38 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ●令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 39 頁

事務事業名 21313 一般被保険者高額療養費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 02 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 803,476 1,030,354 926,926 1,030,354 1,030,354

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 803,476 1,030,354 1,030,354 1,030,354 1,030,354

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 -103,428 0 0

人　件　費 910.14 999.6 999.6 999.6 999.6

投入 常勤職員 0.14人 0.14人 0.14人 0.14人 0.14人

人員 非常勤職員 0.57人 0.57人 0.57人 0.57人 0.57人

事業費＋人件費 804,386 1,031,354 927,926 1,031,354 1,031,3
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和８年度から事務事業の名称を「一般被保険者高額療養費」を「高額療養費」に変更する。

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 41 頁

事務事業名 29406 一般被保険者高額介護合算療養費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 02 02 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 02 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 1,312 1,500 2,200 1,500 1,500

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,312 1,500 1,500 1,500 1,500

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 700 0 0

人　件　費 1,040.16 1,142.4 1,142.4 1,142.4 1,142.4

投入 常勤職員 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,352 2,642 3,342 2,642 2,642
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和８年度から事務事業の名称を「一般被保険者高額介護合算療養費」を「高額介護合算療養費」に変更する。

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 43 頁

事務事業名 21314 退職被保険者等高額療養費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 02 97 98 98

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 02 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ●令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 45 頁

事務事業名 29408 退職被保険者等高額介護合算療養費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 02 98 98 98

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 02 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ●令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 47 頁

事務事業名 21315 一般被保険者移送費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 03 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 03 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 150 150 150 150

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 150 150 150 150

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 390.06 428.4 428.4 428.4 428.4

投入 常勤職員 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 390 578 578 578 578
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和８年度から事務事業の名称を「一般被保険者移送費」を「移送費」に変更する。

事業の方向性・
取組方針



主な事業内容

出産した被保 出産した被保 出産した被保 出産した被保 出産した被保

険者に対する 険者に対する 険者に対する 険者に対する 険者に対する

出産育児一時 出産育児一時 出産育児一時 出産育児一時 出産育児一時

金の支給 金の支給 金の支給 金の支給 金の支給

事　業　費 50,767 70,000 70,000 70,000 70,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 25,703 46,667 46,667 46,667 46,667

一般財源 25,064 23,333 23,333 23,333 23,333

人　件　費 390.06 428.4 428.4 428.4 428.4

投入 常勤職員 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 51,157 70,428 70,428 70,428 70,428

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 49 頁

事務事業名 7300 出産育児一時金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 04 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 04 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 戸田市国民健康保険条例 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国民健康保険に加入し、出産した（妊娠4か月（85日）以上の死産・流産を含む）被保険者

※予算編成管理シート（評価除外事業）

事業目的
出産により被保険者が負担する費用の一部を補助するため、出産育児一時金の支給をすることにより、経済的な負担軽減を

図る。

※予算編成管理シート（評価除外事業）

被保険者が出産したとき、出産児１人につき５０万円（産科医療補償制度未加入分娩機関で分娩したときは４８．８万円）

を支給する。出産育児一時金を出産費用に直接あてられるように、市から国保連合会を経由し直接医療機関等に支払う（直

接支払制度）。出産費用が支給額未満の場合や直接支払制度を利用しない場合は、被保険者から申請された出産育児一時金

事業内容
支給申請に基づき保険給付を行う。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 51 頁

事務事業名 33928 支払手数料

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 04 02 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 04 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 20 30 30 30 30

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 20 30 30 30 30

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 20 30 30 30 30
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



事業費＋人件費 5,690 8,428 7,928 8,428 8,428

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 53 頁

事務事業名 7301 葬祭費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 05 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 05 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 戸田市国民健康保険条例 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

被保険者が死 被保険者が死 被保険者が死 被保険者が死 被保険者が死

亡したとき、 亡したとき、 亡したとき、 亡したとき、 亡したとき、

施主に対して 施主に対して 施主に対して 施主に対して 施主に対して

支給 支給 支給 支給 支給

事　業　費 5,300 8,000 7,500 8,000 8,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 5,300 8,000 7,500 8,000 8,000

人　件　費 390.06 428.4 428.4 428.4 428.4

投入 常勤職員 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 52184 傷病手当金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 02 06 01 01 98

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 02 06 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 戸田市国民健康保険条例 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

新型コロナウ 新型コロナウ

イルス感染症 イルス感染症

に伴う療養に に伴う療養に

より給与等減 より給与等減

事　業　費 0 200 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 200 0 0 0

人　件　費 390.06 428.4 0 0 0

投入 常勤職員 0.06人 0.06人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 390 628 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ●令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 50627 一般被保険者医療給付費分

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 03 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 03 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 2,287,266 2,377,195 2,391,313 2,377,195 2,377,195

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 49,872 146,018 146,018 146,018 146,018

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 556,533 891,573 891,573 891,573 891,573

一般財源 1,680,861 1,339,604 1,353,722 1,339,604 1,339,604

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,287,266 2,377,195 2,391,313 2,37
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和８年度から事務事業の名称を「一般被保険者医療給付費分」を「医療給付費分」に変更する。

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 50629 一般被保険者後期高齢者支援金等分

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 03 02 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 03 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 862,382 837,008 856,509 837,008 837,008

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 18,804 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 100,878 81,744 81,744 81,744 81,744

一般財源 742,700 755,264 774,765 755,264 755,264

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 862,382 837,008 856,509 837,008 837,008
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和８年度から事務事業の名称を「一般被保険者後期高齢者支援金等分」を「後期高齢者支援金等分」に変更す

事業の方向性・
る。

取組方針
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事務事業名 50631 介護納付金分

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 03 03 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 03 03 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 333,459 322,234 312,915 322,234 322,234

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 7,271 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 39,007 32,845 32,845 32,845 32,845

一般財源 287,181 289,389 280,070 289,389 289,389

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 333,459 322,234 312,915 322,234 322,234
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

特定健康診査 特定健康診査 特定健康診査 特定健康診査 特定健康診査

・特定保健指 ・特定保健指 ・特定保健指 ・特定保健指 ・特定保健指

導 導 導 導 導

事　業　費 69,417 92,429 95,587 92,429 92,429

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 23,198 25,092 25,092 25,092 25,092

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 36,802 60,000 60,000 60,000 60,000

一般財源 9,417 7,337 10,495 7,337 7,337

人　件　費 1,300.2 1,428 1,428 1,428 1,428

投入 常勤職員 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 70,717 93,857 97,015 93,857 93,857

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 63 頁

事務事業名 27545 特定健康診査・特定保健指導事業費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 04 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 04 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 09 ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

国民健康保険法 戸田市国民健康保険特定健康診査等実施計画

根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律 関連計画 戸田市国民健康保険保健事業実施計画

通 達 等 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準 施政方針

標準的な健診・保健指導プログラム

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
４０歳以上７４歳以下の戸田市国民健康保険加入者

特定健康診査・特定保健指導を実施することで将来の生活習慣病を予防し、被保険者の健康増進と医療費の適正化を図る。

事業目的

４０歳以上７４歳以下の国民健康保険加入者に対し、生活習慣病の前段階としてのメタボリックシンドローム（内臓脂肪症

候群）に着目した健康診査を実施する。また、メタボリックシンドローム及びその予備群の人に対して、健康的な生活習慣

を身につけるための保健指導を実施する。加えて、特定保健指導の対象とならないものの、健診結果が基準値を超える人等

に対し、受診勧奨や生活習慣の改善を促す。予防の観点から、健康に関する啓発をする。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費



６年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 被保険者の健康増進に係る意識の高まりが医療費を抑えることにつながっており、受益と負担が適

正な範囲であるため。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特定健康診査の結果が基準値を超える者に実施する特定保健指導について、実施率を高めるため、ＩＣＴ特化型

令和６年度に の特定保健指導を試行的に実施した。結果として、令和６年度においては、特定保健指導の全体的な実施率は向

実施した 上したが、特に若年層（４０代及び５０代）の健康意識を高めるため、引き続き取組を進めていく。

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
増大する医療費を抑制する手段として、特定健診事業の役割は非常に大きいものである。未受診者等への受診勧

事業の方向性・
奨事業を中心に、広報誌等による特定健診の啓発、キャンペーン活動、分かりやすい案内方法等の基本的事項に

取組方針
も引き続き注力するとともに、他自治体における特定健診事業の効果的・効率的な実施方法を参考にしながら、
実施計画の目標値達成に向けて、受診率の向上を目指していきたい。

64 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 特定健康診査未受診者への個別勧 特定健康診査未受診者へ 回 1 2 2 2 2
活動① 奨の実施 の個別受診勧奨回数 2 2 2 2 －
事務事業 特定健診受診率 特定健診受診者÷特定健 ％ 55 55 60 40 45
成果① 診対象者 37.4 38.1 38.5 41.7 －

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
特定健康診査の未受診者に対する個別勧奨については年２回実施することができた。また、特定健診受診率については第４期

状況
戸田市国民健康保険特定健康診査等実施計画における令和６年度目標（４０％）を上回る見込みである。なお、特定健診受診

の分析 率の最終目標数値(５か年計画)に関しては、国から６０％（令和１１年度）とするよう示されているが、県内市町村平均は３
９.６％（令和６年度）にとどまっている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 特定健康診査の実施により生活習慣病に係る医療費を抑えることで、国民健康保険制度の円滑かつ

安定的な運営に貢献しているため。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 埼玉県から交付金を受けていることに加え、業務委託の実施等により事務の効率化を図ることで、

人件費を抑えることができているため。

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 埼玉県国民健康保険団体連合会、福祉保健センター、民間事業者等と連携して事業を実施できてい

るため。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度



760 4,760

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 28,031 60,000 60,000 0 0

一般財源 19,867 2,306 2,784 62,234 62,234

人　件　費 3,250.5 3,570 3,570 3,570 3,570

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 58,076 70,636 78,704 70,564 70,564

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 65 頁

事務事業名 7308 保健衛生普及費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 04 02 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 04 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間 平成４年度 ～ 令和１２年度

戸田市国民健康保険被保険者人間ドック検診費用補

根拠法令 助金交付要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国民健康保険被保険者

保健事業の実施により、被保険者の方に保健衛生への理解を深めていただきつつ、健康維持を図る。

事業目的

医療費通知の郵送、ジェネリック医薬品使用促進通知の作成と郵送、被保険者分のがん検診費の委託料支払い、生活習慣病

重症化予防対策事業分担金の負担、生活習慣病重症化予防として対象者への勧奨通知送付、人間ドック検診費補助金。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ 　　 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保健事業の普 保健事業の普 保健事業の普 保健事業の普 保健事業の普

及と実施 及と実施 及と実施 及と実施 及と実施

事　業　費 54,825 67,066 75,134 66,994 66,994

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 6,927 4,760 12,350 4,



るため、利用差額通知の発送に取り組み、国が

令和６年度に 掲げるジェネリック医薬品の使用割合の目標（数量シェア）である８０％を上回り、薬剤費の伸びの抑制に寄与

実施した することができた。

取組内容・効果

令和７年度においても、引き続き、利用差額通知の発送を通じてジェネリック医薬品の利用を促進する。

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
保健事業に係る各種施策については、被保険者に効果的に周知できるよう工夫していくとともに、福祉保健セン

事業の方向性・
ターや埼玉県国民健康保険団体連合会等と引き続き連携を図っていく。また、ジェネリック医薬品の利用促進等

取組方針
の周知が一巡した事業については、今後の伸びが期待できないため、事業効率を高めるという観点から事業を取
り組んでいく。
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 ジェネリック医薬品利用差額通知 ジェネリック医薬品利用 回 1 1 1 1 1
活動① の発送 差額通知の発送回数 2 2 2 2 －
事務事業 ジェネリック医薬品数量シェア 後発医薬品数÷後発医薬 ％ 80 80 80 80 80
成果① 品提供可能総数×１００ 83.1 83.8 84.9 87.8 －

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
引き続きジェネリック医薬品利用差額通知の発送等に取り組んだことで、目標を達成することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 被保険者に対し、ジェネリック医薬品の認知を進めることで、医療費の削減に貢献できているため

。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 埼玉県国民健康保険団体連合会に委託することで、民間事業者よりも安価に事業を実施できている

ため。

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 埼玉県国民健康保険団体連合会と連携しながら、データヘルス計画に基づく保健事業の各種施策を

実施できているため。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 被保険者の健康増進への意識の高まりが医療費の抑制につながっており、受益と負担が適正な範囲

であるため。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
医療費の適正化を目的としてジェネリック医薬品の利用を促進す



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 67 頁

事務事業名 21323 財政調整基金積立金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 05 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 05 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

戸田市国民健康保険財政調整基金条例

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 11 11 40 11 11

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 11 11 11 11 11

一般財源 0 0 29 0 0

人　件　費 390.06 428.4 428.4 428.4 428.4

投入 常勤職員 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 401 439 468 439 439



68 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 69 頁

事務事業名 21327 返還金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 07 01 03 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 07 01 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 58,945 60,000 60,000 60,000 60,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 58,945 60,000 60,000 60,000 60,000

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 58,945 60,000 60,000 60,000 60,000
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21328 予備費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 08 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 08 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

予備費 予備費 予備費 予備費 予備費

事　業　費 0 5,000 5,000 5,000 5,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 5,000 5,000 5,000 5,000

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 5,000 5,000 5,000 5,000
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21322 その他共同事業事務費拠出金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 02 06 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月11日
R6 17 13 00 R6 02 06 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間

国民健康保険法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 3 3 3 3

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 3 3 3 3

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 3 3 3 3
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,421,066 1,516,547 1,516,547 1,516,547 1,516,547

一般財源 0 0 200,281 0 0

人　件　費 1,690.26 1,856.4 1,856.4 1,856.4 1,856.4

投入 常勤職員 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,422,756 1,518,403 1,718,684 1,518,403 1,518,403

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 75 頁

事務事業名 28417 後期高齢者医療広域連合納付金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 16 01 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 16 01 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行) 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
埼玉県後期高齢者医療広域連合

後期高齢者医療制度運営予算の管理

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県後期高齢者医療広域連合への保険料、保険基盤安定負担金及び市町村事務費負担金の納付

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保険料、保健 保険料、保健 保険料、保健 保険料、保健 保険料、保健

基盤安定負担 基盤安定負担 基盤安定負担 基盤安定負担 基盤安定負担

金、市町村事 金、市町村事 金、市町村事 金、市町村事 金、市町村事

務費の納付 務費の納付 務費の納付 務費の納付 務費の納付

事　業　費 1,421,066 1,516,547 1,716,828 1,516,547 1,516,547

財
源
内
訳

国
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,737 6,214 6,214 6,214 6,214

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 77 頁

事務事業名 31688 被保険者保険料還付金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 16 02 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 16 02 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行） 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

「高齢者の医療の確保に関する法律」に規定された後期高齢者医療制度の運営にあたり、市が

事業目的
行うとされた事務を行う。

※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県後期高齢者医療広域連合である、被保険者の届出・申請受付業務や保険料の徴収事務。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 4,087 5,500 5,500 5,500 5,500

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 4,087 5,500 5,500 5,500 5,500

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 650.1 714 714 714 714

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人



78 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



0人 0人

事業費＋人件費 520 671 671 671 671

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 79 頁

事務事業名 31691 被保険者還付加算金

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 16 02 01 02 01 01

記入日 令和 7年 6月17日
R6 17 13 00 R6 16 02 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行） 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

「高齢者の医療の確保に関する法律」に規定された後期高齢者医療制度の運営にあたり、市が行うとされた事務を行う。

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県後期高齢者医療広域連合である被保険者の届出・申請受付業務や保険料の徴収事務。

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 100 100 100 100

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 100 100 100 100

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 520.08 571.2 571.2 571.2 571.2

投入 常勤職員 0.08人 0.08人 0.08人 0.08人 0.08人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人



80 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



00 1,000 1,000 1,000

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 81 頁

事務事業名 28547 予備費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 16 03 01 01 01 01

記入日 令和 7年 6月10日
R6 17 13 00 R6 16 03 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

高齢者の医療の確保に関する法律（平成２０年４月

根拠法令 施行） 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
後期高齢者医療制度に加入する７５歳以上の高齢者及び政令の定める程度の障害があると認定を受けた６５歳以上の高齢者

後期高齢者医療特別会計における予備費

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

後期高齢者医療特別会計における予備費

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

予備費 予備費 予備費 予備費 予備費

事　業　費 0 1,000 1,000 1,000 1,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 1,000 1,000 1,000 1,000

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 1,0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 83 頁

事務事業名 28404 一般管理費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 16 xx xx xx xx 00

記入日 令和 7年 6月10日
R6 17 13 00 R6 16 97 97 98 98 97

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和５年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行) 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
後期高齢者医療制度に加入する７５歳以上の高齢者及び政令の定める程度の障害があると認定を受けた６５歳以上の高齢者

後期高齢者医療制度運営予算の管理

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

後期高齢者医療制度における市町村担当事務の一般管理

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ●令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 28530 徴収費

担当組織 健康福祉部 保険年金課 担当 後期高齢者医療担当

組織コード
R7 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R7 16 xx xx xx xx 00

記入日 令和 7年 6月13日
R6 17 13 00 R6 16 97 98 98 98 98

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 12 国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金の円滑な運営 ○ 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和５年度

高齢者の医療の確保に関する法律(平成２０年４月

根拠法令 施行) 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
後期高齢者医療制度に加入する７５歳以上の高齢者及び政令の定める程度の障害があると認定を受けた６５歳以上の高齢者

後期高齢者医療制度運営予算の管理事業

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

埼玉県後期高齢者医療広域連合へ納付する後期高齢者医療保険料の徴収

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

４年度 ５年度 ６年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ４年度 ５年度 ６年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和６年度に
実施した

取組内容・効果

令和７年度に
実施する取組内容

６．令和８年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了 ●令和６年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針


